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平成 19 年 10 月 19 日 

 

秋田駅前北第一地区再開発事務所 

秋田市 



趣旨

内容

　本事業が、市街地再開発事業としての手続き・作業の進捗状況に
ついて、ご説明願えるでしょうか。

　本事業は権利変換計画が認可され、土地の明け渡し、従前建物の
解体除却まで進捗していると思われますが、その理解で宜しいで
しょうか。

　建築基準法第86条の２第1項の規定による認定に関して

　特定行政庁（秋田市）の認定を受けるために特に考慮しなければ
ならない条件等があればお示しください。例えば隣接する北第二地
区の権利者同意が必要となるのでしょうか。

3 募集要項　2頁
　本事業の個人施行者であります「秋田駅前北第一地区市街地再開
発事業個人施行者」の構成員と代表者について開示していだたきた
い。

　構成員は株式会社秋田会館及び大内睦氏です。代表者は株式
会社秋田会館です。

　本事業の規準又は規約を開示していただきたい。

　「事業パートナーの業務内容・範囲が、募集要項には明記されて
おりませんが、施行者（一人施行）若しくは特定業務代行者等にな
ることを想定した事業パートナーの募集であるように解釈されま
す。その場合、本事業の規準又は規約に基づき本事業を遂行しなけ
ればならないため、事前に内容を把握しておきたい。

　応募資格に関して

　営業停止等で応募者の構成員及び協力企業等になれないのは、募
集スケジュールのどの時点でしょうか。第一次審査時点と考えれば
よろしいでしょうか。

　Ⅱ事業パートナー募集の概要　5応募資格

　「5　応募資格」にア～スに該当する者は応募資格がない旨、記載
されていますが、当該判断は、以下の段階の何れの場合でも適用さ
れ、例えば③の場合のように事業パートナーとして選定を受けた後
に応募資格を満たさなくなった場合には、事業パートナーとして選
定された結果が取り消されるということでしょうか。
　①提案書提出時
　②入選案の決定・結果通知時
　③事業パートナーとして選定後

　応募資格の規定は、応募提案資料の受付時点での応募者の適
格審査に適用されます。

4

6

募集要項　全体 　ご理解のとおりです。

募集要項　2頁
　別添資料のとおりです。なお規約の変更を前提とする提案を
行って差し支えありません。ただし、変更を確約するものでは
ありません。

募集要項　3頁

募集要項　３頁

5

　建築基準法第８６条の２第１項の規定による認定の申請にあ
たっては、同条第４項の同意は不要です。建築基準法施行規則
第１０条の１６第２項の規定を参照してください。
　なお同項第３号の規則で定める図書又は書面はありません。
市の認定基準は、以下のホームページに掲載しています。
http://www.city.akita.akita.jp/city/ur/cs/itidanti-kijun.pdf

募集要項　2頁
附属資料(9)　48頁

番号

1

要項等ページ

質疑内容

回答
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趣旨

内容

番号
要項等ページ

質疑内容

回答

　事業条件／権利者等使用床に関して

　①和菓子小売に関して、必ず出店希望とありますが、権利者の希
望している賃借条件（共益費別）を参考までにお示しください。

　実現性の高い事業提案とするため

　権利者等使用床、表の②和菓子本社事務所は、３階以上となって
いますが、プランによっては、２階以下のほうが都合のよい場合が
考えられます。条件を緩和していただけないでしょうか。

　権利変換計画に関して

　平成12年3月権利変換計画の認可後、事業が停滞した原因と本募
集に至るまでの施行者の対応経過をご教示ください。

　実現性の高い事業提案とするため

　今までの再開発事業の経過、中断の理由等、事業パートナー募集
に至る経緯を可能な限り開示してください。

　権利変換計画に関して

　本事業は法110条全員同意型を前提とされていますが、附属資料
(8)にある権利変換計画の同意内容に関して、現時点の同意内容をお
示しください。例えば、一般定期借地権から事業用借地権に変更さ
れたことに関して権利者全員が同意されているのでしょうか。

　権利変換計画に関して

　現時点の従前権利者数を権利別にお示しください。

11

12

10

9

　当該地区は、旧・大規模小売店舗法に基づく商業調整や、バ
ブル崩壊後の景気の低迷、モータリゼーションの進展による大
規模商業店舗の郊外立地等の影響から、これまで再開発ビルの
建設に着手できなかったものですが、まちづくり三法の改正を
契機に、市と施行者が協議を重ねた結果、新たな事業スキーム
を活用した事業の再始動について合意に至ったものです。
　なお、本事業のこれまでの経緯は、次のとおりです。
　平成元年３月　　　 第一種市街地再開発事業施行認可
　平成２年１１月　 　テナント（大規模小売店舗）出店断念
　平成６年３月　　 　事業計画変更認可
　平成９年３月　　 　事業計画変更認可
　平成１２年３月　　 事業計画変更認可及び権利変換計画認可
　平成１２年４月　　 既存建物解体除却
　平成１４年６月　　 ホテルを核とする計画を断念
　平成１８年７月　　 事業の再始動について協議開始
　平成１９年１月　　 市と施行者が事業パートナー公募による
　　　　　　　　　　 事業再始動に合意

　賃借料については、近傍類似の賃借料、いわゆる相場での賃
借を想定しているものです。

募集要項　8頁

8

募集要項　6頁7

募集要項　７頁 　３階以上に配置しない提案も受け付けます。

募集要項　  頁

　現在の権利変換計画については、施設建築敷地及び従後の土
地所有形態（底地）以外は、これを変更する前提で提案を受け
ることで関係地権者全員の同意が得られています。
　なお、借地権の設定については、事業用借地権に限定しない
こととしております。

　現在の権利変換計画における従後の権利者は、土地所有者３
名、借地権者１名、担保権者２名です。

募集要項　8頁
附属資料(8)　45頁

募集要項　8頁
附属資料(8)　45頁



趣旨

内容

番号
要項等ページ

質疑内容

回答

　Ⅳ事業条件　3権利変換計画　(3)借地権の設定

　借地権については、「事業用借地権等を設定し、原則20年間」と
の記載がありますが、説明会において20年以上の借地期間の提案も
可能とのお話しがあったかと認識しております。
　その場合には事業用借地権以外の借地権設定を提案することとな
りますが、その通りの認識で宜しいですか。

　実現性の高い事業提案とするため

　権利変換計画（３）借地権の設定に事業用借地権等を設定し、原
則20年間とあり、事業に関する費用負担（２）に契約満了時に施設
建築物を土地所有者に譲渡する方法等とあります。事業の種類に
よっては20年で終了できない事業も考えられます。建物譲渡特約付
借地権も可と考えてよろしいですか。

　Ⅳ事業条件　4事業に関する費用負担　(1)事業推進に要する費用

　駐車場の出入口ゲート等の計画地上に現存する工作物等の土地所
有者の財産について、補償費等の支払いは発生しないとの認識でよ
ろしいですか。
　また、工事期間中の収益補償費として土地所有者の要望額が250
万円/月とありますが、当該金額はこれを上限に事業パートナーとし
て選定後、協議により決定されるものと考えてよろしいですか。

　「既に施行者が負担している経費については、施行者は事業パー
トナーに負担を求めないものとします。」となっていますが、本事
業の既支出額は資金計画上どのような取り扱いになるのでしょう
か。

　本事業は既に権利変換計画が認可（Ｈ12.3.14）され、従前建物
も解体除却されています。したがって、本事業として調査設計費、
土地整備費、補償費等を支出しているものと思われ、本事業の資金
計画上は支出として計上されるものと思われます。それに対する収
入としては、どのようなもの（賦課金等）を予定されているので
しょうか。

13

15

14

16 募集要項　8頁
　資金計画上は、補助金及び現在の個人施行者の構成員からの
賦課金（規約第８条第２号）でまかなうこととなります。

募集要項　８頁

募集要項　８頁 　ご理解のとおりです。

　本再開発事業の中で既存建物等（工作物含む）はすでに除却
済みであり、現在の駐車場は暫定利用として設置されたもので
すので、現存する工作物等についての補償は不要です。ただ
し、駐車場の出入り口ゲート等の除却に要する費用は事業パー
トナーの負担とします。
　収益補償費については、施行者の要望額であり、事業パート
ナー選定後協議して確定します。

募集要項　８頁 　ご理解のとおりです。



趣旨

内容

番号
要項等ページ

質疑内容

回答

　費用負担／補助金に関して

　本事業に対する秋田市からの補助金はないとのことですが、募集
条件上のものなのか、今後も期待できないという意味なのかご教示
ください。

　実現性の高い事業提案とするため

　（６）補助金　秋田市からの補助金の交付はないものとして提案
するとありますが、一切補助金は出しませんという意思表示ではな
いと考えてよろしいですか。

　本事業は，過去に補助金の交付を受けていると理解しています
が、間違いないでしょうか。

　補助金を受けている事業かどうかの確認です。

　リスク分担に関して

　地代など本事業条件をすべてクリアした提案を行った場合の、権
利者合意形成のリスクは施行者負担と考えてよろしいでしょうか。

　応募提案資料の提出に関して

　応募提案資料提出届（様式３）と決算関係書類に関しても10部提
出でしょうか。1部提出でよろしいでしょうか。

　事業パートナーの業務範囲が不明です。

　事業パートナーの業務内容・範囲が、募集要項には明記されてお
りませんが、「募集の趣旨（1頁）」「権利変換計画（8頁）」「事
業に関する費用負担（8～9頁）」「リスク分担（10頁・16頁）」
「事業パートナーによる事業推進（15頁）」等から、応募者が独自
に判断して宜しいものでしょうか。
　また、事業パートナーの地位（施行者、特定業務代行者等）につ
いても応募者の考え方を提案書の中に入れることは可能でしょう
か。
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19
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募集要項　9頁 　ご理解のとおりです。

募集要項 15頁

　本事業における事業パートナーの業務範囲は、募集要項の条
件をふまえて、今後の再開発事業の推進を行うとともに、権利
者との借地権契約にもとづき建築企画、資金調達、設計、建設
及び管理運営を行うこととされています。
　事業パートナーの地位についての考え方を提案書に記載して
いただくことは差し支えありません。

　権利者合意形成のリスクに関しては施行者の負担とします。

募集要項　９頁

　本事業に対する秋田市からの補助金の交付の予定はありませ
ん。

募集要項　9頁

募集要項 10頁

　正本１部のほか写し９部とし計10部提出してください。
募集要項 12頁
附属資料(12)　52頁



趣旨

内容

番号
要項等ページ

質疑内容

回答

23
募集要項
関係資料(7)
事業計画書

　本事業の事業施行期間が「自 平成元年2月～至　平成15年3月」
となっており、事業施行期間が終了しておりますが、今後市街地再
開発事業の施行は可能なのでしょうか。
　それとも、事業施行期間の延長に係る事業計画の変更を行い、認
可されているのでしょうか。

　事業計画に定められた事業施行期間は、権利者保護の観点か
ら、認可に際して事業期間が適切かどうかを判断する材料とす
るためのものであり、施行認可の有効期間を定めたものではな
いと認識しています。
　現在も事業は継続中であり、今後、施行者が事業パートナー
とともに新たな事業計画案を作成し、事業計画および権利変換
計画を変更することにより、事業の継続を図ります。
（「実務問答　都市再開発」（編著：都市再開発研究会、発
行：(株)ぎょうせい）　P.510参照）

　権利変換計画概要書によりますと、権利変換期日はＨ12.3.14と
なっております。しかし、施行地区内の土地の権利状況は従前のま
まになっているようですが、何故でしょうか。

　権利変換期日後遅延なく、施行地区内の建物について、権利変換
の登記をしなければなりませんが、権利変換の登記を行った形跡が
みえません。

24

　施行地区の境界の一部が未確定のため権利変換の登記ができ
ないままになっています。このため、筆界特定制度により問題
の解決を図るべく、 本年７月９日付けで秋田地方法務局へ筆界
特定の申請を行い、既に同法務局による測量が終了しておりま
す。
　なお、秋田地方法務局から、筆界特定制度により特定された
境界については、境界確定図がなくても権利変換の登記は可能
と判断していると伺っております。

募集要項
関係資料(8)
権利変換計画概要書




































